
社会福祉法人磐田市社会福祉協議会地区社協運営費助成金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、ともに支え合う地域福祉社会の実現を図るため、磐田市地域福祉計画及び磐田

市社会福祉協議会地域福祉活動計画（以下「計画」という。）に基づき、地区社会福祉協議会（以

下「地区社協」という。）が実施する地域福祉活動に対して、予算の範囲内において、その事業費

の一部を助成するため、必要な事項を定める。 

（定義） 

第２条 この要綱において次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

⑴ 地区社協  地区住民により構成され、当該地区住民を対象とし、計画に基づいた地域福祉活

動を組織的に行い、その運営等に必要な事務や会計を主体的に行う体制が整っており、地区で認

知された組織をいう。 

⑵ 地区  地区社協を構成する地区をいう。 

（助成の対象及び助成金の交付額） 

第３条 助成金の対象事業は、別表１及び別表２に掲げる事業とする。 

２ 助成金の交付額は、次の各号に掲げる基準額を加算した額とする。 

 ⑴ 前年度に地区内の自治会から納入された社会福祉法人磐田市社会福祉協議会（以下「本会」と

いう。）の一般会費総額に２０％を乗じて得た額に１８万円を加えた額。ただし、千円未満の端

数が生じたときは、これを切り捨てるものとする。 

⑵ 地区内の福祉委員の人数に３千円を乗じて得た額 

⑶ 別表２に掲げる事業を実施する場合は、同表に定める基準額により計算した額 

３ 助成金の交付は、１年度につき１回とする。 

４ 地区社協は、本会が交付する助成金のほか、自己財源を確保し、当該事業に充当するものとする。 

（助成金の申請） 

第４条 助成金の交付を受けようとする地区社協は、次の各号に掲げる書類を本会会長（以下「会長」

という。）に提出する。 

⑴ 地区社協運営費助成金交付申請書（様式第１号） 

⑵ 地区社協運営事業収支予算書（様式第２号） 

（助成金の交付決定及び支払） 

第５条 会長は、地区社協から前条の申請があったときは、その内容を審査し、地区社協運営費助成

金交付決定通知書（様式第３号）により申請者に通知する。 

２ 地区社協は、助成金交付決定を受けた後、会長に請求書（様式第４号）を提出するものとする。 

（事業変更等の届出） 

第６条 助成金交付決定通知書を受けた後に申請した事業の一部又は全部を変更し、若しくは事業を

中止したときは速やかに届け出なければならない。 

（助成金の返還） 

第７条 会長は、第６条に規定する事業変更等の届け出があったとき又は当該年度の事業実績額が交

付した助成金より２０％以上少ないときは交付した助成金の全部又は一部の返還を求めることが

できる。 

２ 助成金の返還額は、次のとおりとする。 



⑴ 別表２に掲げる事業を中止したとき 事業の中止により不要となった助成金の相当額 

⑵ 別表２に掲げる事業の全部又は一部を変更したとき 事業の変更により不要となった助成金

の相当額 

⑶ 当該年度の事業実績額が交付された助成金より２０％以上少ないとき 助成金を下回った額

の３分の２。ただし、設置後４年度以内の地区社協については２分の１とする。 

（実績報告） 

第８条 地区社協は、助成事業が終了したときは、速やかに次の各号に掲げる書類を会長に提出する。 

⑴ 地区社協運営事業実績報告書（様式第５号） 

⑵ 地区社協運営事業収支報告書（様式第２号） 

（委任） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、会長が別に定める。 

   

 附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 

 （社会福祉法人磐田市社会福祉協議会地区社会福祉協議会設立運営補助事業実施要綱の廃止） 

２ 社会福祉法人磐田市社会福祉協議会地区社会福祉協議会設立運営補助事業実施要綱は、平成２０

年４月１日をもって廃止する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 第３条第２項の規定により計算した助成金交付額（ただし、別表２の基準により計算した額を除

く）が平成２３年度交付実績額（変更前の規程第３条第３項の規定により計算した額、ただし、別

表２の基準により計算した額を除く）を 50,000 円以上下回る地区社協の助成金交付額は、平成 

２４年度に限り下回る額の２分の１を加算した額とする。 

附 則 

 この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２６年８月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 



別表１（第３条関係） 

事 業 名 事 業 の 内 容 

各種会議開催 
地区社協運営に必要な会議（理事会、代表者会、専門部会等）や関係団体連

絡会等の開催 

各種調査活動 
地域の福祉ニーズや実態を把握するための福祉意識調査、ボランティア実態

調査等の調査活動 

広報啓発活動 地域福祉啓発のための地区社協だよりやチラシの発行 

地域福祉懇談会 
地区住民を対象に地域福祉課題や福祉ニーズを掘り起こすための懇談会の開

催 

福祉委員会運営

事業 
福祉委員会の運営 

多世代交流会 子どもから高齢者までの多世代が交流できる会の開催 

友愛訪問 
地区内に居住する一人暮らし・高齢者夫婦世帯・寝たきり又は障害者のいる

世帯を、年間をとおして定期的に訪問し、安否確認、話し相手を行う活動。 

地域福祉講演会 地区住民を対象とした地域福祉啓発のための講演会や研修会の開催。 

福祉ボランティ

ア講座 
地域福祉活動推進や支援ボランティア養成についての各種講座の開催 

ふれあい会食会 
配食ボランティアによる、地区内に在住する一人暮らし高齢者等を対象とし

た会食会の開催 

介護者講習会 寝たきりや認知症の高齢者等の介護者を対象とした講習会の開催 

あいさつ・声かけ

運動 
あいさつ・声かけ運動の実施 

その他の活動 
福祉ボランティア活動相談、困りごと相談、歩行困難な高齢者世帯等のゴミ

出し・電球交換等ボランティア活動など、会長が適当と認める事業 

 

※ふれあい広場運営費に対する助成は別の補助要綱による。 

 

 



 

別表２（第３条関係） 

区分 対象となる経費 基 準 額 等 

地域せいかつ 

応援倶楽部事業 

地区住民の生活上の困りごとを

住民同士で解決する仕組みを制

度化して実施する場合の必要経

費 

実施初年度 ２５万円を上限とする 

２年度目以降 ２０万円を上限とする 

＊ 基準額は年額 

＊ 複数の地区社協が合同で事業を実施する場合の基準額も同額とする。 

 

 


